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I はじめに

2007年以降，日本と同じくコンパージェンス国とされていた米国は，自国資

本市場への上場を希望する外国民開発行体に対して IFRSsに準拠して作成し

た財務諸表の米国基準への調整表作成・開示要件の撤廃を認めた SEC規則案

を公表 (2007年7月11日)し，さらに，米国国内の発行体に対するIlASBの

英語版 IFRSsJに完全準拠して作成した財務諸表の使用を承認するための

ロードマップを公表 (2008年11月14日)した。このように，米国は IFRSの

適用への方向性を明確にしている。

他方，わが国は2007年8月8日の「東京合意」によってコンパージェンスの

加速化を推し進めてきた。直近の状況では， 2009年6月16日に金融庁企業会計

審議会企画調整部会が「我が国における国際会計基準の取扱いについて(中間

報告)J (日本版ロードマップ)を公表し，そこには2010年3月期の年度財務諸

表から IFRSを任意適用とし， 2012年を目標に強制適用の可否について判断

を行うという案が盛り込まれている。

このようなコンパージェンスからアドプションへの時代の転換は，実務のみな

らず，わが国の会計研究・教育においても，根本的な変革をもたらす可能'性を持っ

ている九さらに， IFRS導入に関しては，未解決の多くの制度的・理論的課題2)

1) 徳賀 [2009]は， r会計教育，会計研究のグローパリゼーション」と指摘している。
2) 辻山 [2009]は，次の 7点を指摘している。すなわち，① IFRSを導入する企業の範囲とノ
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が存在していることが指摘されている。それなのになぜ導入を行うのか，導入

を行うことにはどのような意味があるのか，という素朴な疑問が存在し得る。

すなわち，国際会計基準を採用することの動機付けとそのメカニズムに関する

根本的な疑問である。それを考察してみたいというのが筆者の問題意識である。

このような問題意識の下に，本稿は，① KristinaTamm Hallstrりm による

『国際標準の組織化一一ISOとIASCの権威の確立--j (Organizing Inter-

national Standardization-ISO and the IASC in Quest 01 Authority，以下，

Tamm Hallstrるm [2004]とする)の概要を述べるとともに，②国際会計基準

の正統性とはし、かなるものであるのか，について議論を行うことを目的として

いる。現在，国際会計基準審議会(以下， IASBとする)という民間セクター

が作り出したルールを各国のルールとすることの正統性が問題となっているが，

これはアドプションという新しい現象がもたらした国際会計研究における新し

い研究領域である。 TammHallstrるm [2004]はこの問題を正面から取り扱っ

ている文献であるため，本稿では研究対象として取り上げた。

本稿の構成は以下のとおりである。第亜節において， Tamm Halls廿凸m

[2004]の内容を概観する。第N節では，国際標準化機構 (ISO)のTC176 

委員会(以下， ISO委員会とする)と国際会計基準委員会(以下， IASC3)と

する)に関する実証的な調査に基づいて設定された標準への準拠を導き出すた

めの 4つの戦略の詳細が語られる。第V節では， Tamm Hallstr凸mの議論の貢

献と限界を指摘し，権威を正統性へと転換することにより多層的なネットワー

クによって構成される現代的な規制システムを説明することが可能となること

を主張する。さらに，国際会計基準そのものの正統性と国際会計基準設定主体

¥選択適用か義務化かを明示すること，② IFRSを導入する財務諸表の範囲，①導入される

IFRSの具体的な内容，④ IFRS承認のメカニズム，⑤ IFRS設定における日本の主体性の担

保，⑥ IFRS設定の基本思考に関するコンセンサス ⑦全面時価会計思考に内在する問題点へ

の留意，である。

3) IASCは現在，国際会計基準審議会 (IASB)へと改称されているが， Tamm Hallst凶m

[2004]の中では，フィールド調査が行われた当時の名称、 すなわち国際会計基準委員会，ある

いは国際会計基準 (IAS)が使われているため，本稿の記述もそれを踏襲することとし，必要な

範囲で IASBに関しても言及することとする。
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の正統性を分離することにより，両者間の再帰性の存在を明らかにするととも

に，新たな正統性モデルの可能性が述べられる。最後に，本稿のまとめが行わ

れる。

11 概念の明確化

具体的な議論をはじめる前に，国際会計基準の正統性の議論の前提として，

本稿で使われているいくつかの概念の明確化を行う。

1 標準，基準，標準化

標準は，製品の規格，専門用語，機能的要求，検査方法，品質マネジメント，

環境マネジメントなどを対象とした規格・製品・規則である。標準化とは標準

を作り出していく過程である。さらに，標準化には4つのバリエーション，す

なわち「デジュール標準j，Iフォーラム標準j，Iコンソーシアム標準j，Iデ

ファクト標準jが存在しているヘ

標準の採用によって，機能的なコーディネーション，相互理解，効率性の改

善が期待されている。標準の経済学的インプリケーションとしては，自国や自

社の標準を国際標準化することによって世界市場における競争優位を獲得する

ことになる一方で，自国の標準と異なった標準が国際標準化されると当該標準

はサンクコスト化することが指摘される。(経済産業省編 [2006J，310ページ)

本稿においては，国際的な標準設定主体である IS0委員会や 1ASCが策定

する標準，すなわち「デジュール標準」が議論の対象となっている。

他方，基準とは， 一般的に行動や判断の拠り所となるものを指すが，本稿で

は標準と区別するために 国際会計基準ないし国内の会計基準を具体的に指す

4) iデジュール基準」とは国際標準化機関や国家標準化機関，標準化団体等により公的な標準と
して策定されたものであり， iフォーラム基準」とは有力企業が自発的に集まり合意によって確
立されたものである。「コンソーシアム基準」とは，同様の目的で形成された企業連合によって

作り出されたものであり， iデファクト基準」とは，市場の実勢によって事実上の標準と見なさ
れるようになった特定企業や業界標準の規格や製品を指している(経済産業省編 [2006]，311 

ページ)。
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場合に使用することとする。

2 権威，正統性，正当化

Tamm Hallst凶mは，標準とそれへの準拠という関係を権威関係と想定して

おり， IASCあるいは 1SO委員会の歴史を権威の確立と捉えていた。そのた

め，全体を通じて， i権威」がキーワードとなっている。そして，その権威は

Max Weberの「合法的権威J5)を基にしていることが説明されている O

Tamm Hallstめm [2004]が対象としている合法的権威に基づいた標準設定

主体は，第一に組織が上位機関から活動に関する委託をうけている，第二に国

家が正しいと考える原則や概念に一致するような品質の保持がなされている，

という特徴を有しでいた。また，合法的権威の一般的な特性としては，公平性

や官僚システムが挙げられるO さらに，彼女は「自発的な合法的権威J

(rational幽voluntaristicauthority) という概念を提示している。この概念は，

支配によらず自由に行使できる理性に基づく権威であり，基本的に平等な個人

が合理性による，すべてに対して解放された思案に基づいて，集団的な決定に

達する，というものであった (TammHallstめm [2004]， p. 37.)。

ところで，権威や正統性の議論は本来，支配との関係で語られてきた。その

際，重要となるのは やはり Weberであるがぺそれに対しでも多くの批判

が存在している。例えば， Habermasや Luhmannは，支配の合法性が必ずし

もその正統性を保証するものではないと指摘して， i手続き的な正統化jある

いは「手続きを通しての正統化」を主張している。そして， Habermasにとっ

ては「正当化の手続きや前提それ自体が，諸々の正統性の妥当の基礎にある正

統性の根拠J(Habermas [1976]， S. 277. (清水監訳， 33ページ))となり，

5) WeberのlegalHerrschaftには「合法的権威Jr合法的支配Jr合理的支配J等さまざまな訳
語が存在しているが， Tamm Hallstromはauthorityという言葉を使っているため， r合法的権
威Jとした。
6) Habermasは，正統性概念の社会学的取扱いが「マックス・ウェーパーの影響圏J(Bannkreis 
Max Webers) (Habermas [1976]， S. 293. (清水監訳， 350ページ))の中で動いていると主張し

ている。
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Luhmannは，正統性は「決定が拘束力をもつものとして承認されること」

(Luhmann [1983]， S.31. (今井訳， 22ページ))であると主張している。そし

て，このような正統性の「一般的承認jは自己自身の正統化のプロセスを制度

化するときに，最も効果的に調達されるのであった九

山口 [1995]はLuhmannのその後の展開として 「適応的システム理論か

ら自己言及的システム理論への移行J(山口 [1995]，125ページ)があったこ

とを指摘しているが これは全体的社会システムのレベルでは「階層的分化か

ら機能的分化への移行」そして政治システムのレベルでは「二項的分化から三

項的分化への移行」に対応している (Luhmann[1981]， S. 42-43. (徳安訳，

44ページ))。すなわち，社会の近代化に伴って政治システムの分化が進み従来

の支配者一被支配者というモデルに代わって，政治一行政一公衆という三つの

下位システムからなる円形の権力構造が生みだされるというものである。

以上の議論を踏まえて，本稿における権威と正統性の定義を試みる。権威と

は，上位者と下位者というこ者間の関係に基づく合意への動機付けであると定

義する。一方，正統性とは，多数者間の関係に基づく合意への動機付けである

と定義する。その際 「手続き」や「正当化システムJ，r拘束力jが重要とな
る。つまり，本稿で定義する正統性は，カリスマや伝統あるいは合法性によっ

て一意的に決定されるのではなく，その獲得のためには多数者による合意に達

するための重層的な仕掛けや手続きを必要としているのである。

Tamm Hallstr凸mは権威に関して 「ある一定時点で上位者から獲得する一

つの委任というよりは むしろ ネットワーク活動を通して遂行される持続的

なプロセスJ(Tamm Hallstrりm [2004]， p. 187.) と新たな定義を提案している

ため， r正統性」の方が彼女の意図をよりよく表現し得ると考える。
ところで， r正統jとまぎらわしい言葉として「正当」がある。本稿におい
ては， justi五cationの訳語に「正当化J，legitimacyの訳語に「正統性jを当て

7) もちろん， Habermasと Luhmannには多くの対立点が存在している。詳しくは，山口

[1995]， Habermas & Luhmann [1971]を参照のこと。
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て，正統と正当を区別している。従って， r正当化システム」とはある事象に
対して，それが legitimacyを有するものとして justifyするシステムを指すこ

とになる。

3 ネットワーク

上述の TammHallstめm による権威に関する新たな定義では，ネットワー

クがキーワードとなっている。例えば， IASCの正統性の基盤の一つは，国際

会計士連盟 (IFAC) や欧州委員会 (EC) さらに証券監督者国際機構

(IOSCO) との協力関係あるいは合意であり， IASCがその活動の中で構築す

ることに成功したネットワークであると主張されている (Jbid.， p. 188.) 0 こ

のように，ネットワークとは，標準を設定する活動(あるいは主体)と標準の

普及，解釈，導入，実施などの活動(あるいは，それを行う主体)との聞の一

定の関係を意味している。さらに， Tamm Hallstromは，ネットワーク活動が

行われる環境が「規制の領域J(五eldsof regulation)， r規制の空間J(regula-
tory fields)， r規制の動的ネットワークJ(mobile network for regulation) な
どといった概念で、表現されると指摘している。ネットワークやこれらの概念が

合意しているのは，標準設定活動をたんに標準設定主体のみによって行われて

いるものとしてではなく，より広いコンテクストの中で理解することの重要性

である。さらに，忘れてはならないことは，このようなネットワークは，依然

として階層秩序を前提とした権威関係も包含していることである。 ISO委員

会や IASCは「規制の動的ネットワーク」というある特定の環境設定の一部

を構成しており，現代的な規制のシステムは，このような多層的なネットワー

クによって構成されているのである。

4 レファレンス組織

Tamm Hallstr凸m は， レファレンス組織をネットワーク活動が行われている

環境の中で，一般的に重要かつ権威を持ったものとして認められた組織である
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と定義している (Ibid.， p. 132.)。例えば， IASCにとって ECや IOSCOが

このような組織に該当する。レファレンス組織からの標準化主体に対する支援

や承認は，正式な協定や合意のかたちを採ることとなる。

5 再帰性

国際会計基準設定主体の正統性とそれが設定する会計基準の正統性を分離し

て考えた場合，両者に相互前提的な関係が存在していることが指摘できる。す

なわち， r正統'1空を持った基準設定主体が設定する基準ゆえ，正統性を持ち得
る」さらに「正統性を持った基準を設定する基準設定主体ゆえ，正統性を持ち

得る」という関係である。このような関係を本稿では，再帰性と呼ぶこととす

るヘ

6 制度と制度化

Tamm Hallstr凸m は依拠する理論として 新制度派組織理論 (neo・institu・

tional organization theory) を挙げている。この理論は，新制度派社会学

(new institutional sociology)，組織分析における新制度派 (newinstitutional-

ism in organizational analysis) などいろいろな呼称、が存在しているが，本稿

では「制度派的アプローチ」と呼ぶこととする。このアプローチでは，制度を，

特定の状況において人々が従うべき目的一手段関係を指示する「合理的神話」

と解釈している。そして それはたんなる習慣とは異な札社会的行為の中で

遵守しなければならないとされる「ルールのような地位を保持した習慣や手続

きJ(淳遺 [1998]，9ページ)であり，規範的な要素が重視されることとなる。

そして，制度化とは，そのような「合理的神話」が形成されていく過程であり，

現実が f自明なもの」として解釈されていく過程なのである。

さらに， r合理的な神話」という概念を導入することにより，組織のより多

8) 再帰性に関する詳しい議論に関しては，例えば Giddens[1990]， [1991]， Baロe抗 etal. 

[2005]を参照せよ。
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面的な姿を描くことが可能となり， r自明視された現実に盲目的に従うのでは
なく，従うことが正統性や資源の獲得につながり，生存能力を増大させるがゆ

え組織は社会的規範に従うJ(津遺 [1998]，11ページ)という側面にも光があ

てられるようになるのである。

このようなアプローチによって，個々の標準は，後述のようなさまざまな戦

略により正統性を獲得し，そのことによって制度化されるということが理解さ

れるようになるヘ

以上，本稿において使用する概念の明確化を行った。次節では， Tamm 

Hallstrるm [2004]の概要に関して議論することとする。

111 r国際標準の組織化』の概要に関して

Tamm Hallstr凸m [2004]のメインテーマは，グローパルな標準化活動を

行っている標準化主体が 自己の作り出した標準に対する他の組織による準拠

を獲得するために，どのようにして権威を確立するのかを追求することである。

さらに，研究目的として， 2つの標準化主体の活動と権威獲得の過程はどのよ

うにして行われるのか，また，標準が制度化されることのインパクトはどのよ

うなものなのかを調査することが挙げられている O

Tamm Hallstr凸mは，研究対象として 180委員会と 1ASCを選び，一定期

間ペ文献調査と聞き取り調査(インタピュー)を行なっている。そのため，

同著は，より一般的な標準化という広い視点から会計基準を捉えたものである

と云える。

Tamm Hallstrom [2004]の構成は次のようになっている。すなわち，最初

に著者の問題意識が語られ，権威について検討する，意味が明らかにされる。次

に，研究を進める上での理論的枠組みが提示される。 TammHallstめmが行っ

9) 制度派的アプローチに関して，詳しくは津遺 [1998]，Meyer & Rowan [1977]， Powell & 

DiMaggio [1991]， Burns & Scapens白000]を参照せよ。

10) IASBの場合は， 1997年春に行われている。
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たIS0委員会と 1ASCに対する実証的な調査の詳細が語られるとともに，そ

こから， 4つの戦略と 4つの組織化原則叫が導出される己この4つの戦略と 4

つの組織化原則に基づいて， それぞれ IS0委員会 1ASCに内在する問題の

分析が行われるのである。

1 Tamm Hallstromの問題意識

Tamm Hallstrるm は， 20世紀における標準設定活動の特徴として， 3つの拡

大，すなわち，地理的レベルの拡大，標準化の対象の拡大(製品から活動，品

質・環境マネジメントヘ)，標準への準拠の拡大(標準採用者の拡大)を挙げ

ている。

初期の標準化プロジェクトは，機能的なコーディネーション，相互理解のた

めの方法，効率性の改善のための手段として，産業界によって主導され発展さ

せられた自発的な合意 あるいは，合理化への必要性を動機として形成された

ものであることが説明されている。他方，特に重要と考えられる分野に対して

は政府が標準化に対して責任を有し，法制化とし、う形式を取っていた。あるい

は，当該分野の規則設定を民間団体である標準化主体に委任するという形式が

一般的であったのである。その顕著な例が，会計領域である。

ところで，標準化の動機と区別してそのプロセスに目を向けると，その過程

がきわめて政治的凶であり， i標準=規制」観，すなわち，標準設定は強制力

をもった規則の設定であるとみなす観点に立つならば，標準はその背後に多く

の法制化，規則化あるいは商業的意図を含んだ政治的文書である， とTamm

Hallst凶m は主張している (Tamm Hallstrるm [2004J， p. 17)。

さらに， このような視点からは，以下のような疑問が提示されると彼女は指

摘する。すなわち，①標準設定主体内での個々の作業グループの活動はどの

11) 4つの戦略と 4つの組織化原則に関しては，次節で議論する。

12) 例えば，徳賀 [2000]は，作成プロセスでの政治問題化とともに，国際会計基準「共有Jの是
非， r共有Jの仕方の決定における政治問題化を「重層的政治化jと指摘している(徳賀 [2000]， 
149ページ)。
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ようなものであるか，②標準の対象者に対して，標準や標準の設定活動はど

のようにして正当化されるのか，③標準を作り出す動機やインセンテイブは

なにか，④実際の標準設定活動は動機やインセンティブにどのような影響を

あたえるのか，⑤誰がこのような団体に参加するのか，である(向上)。そし

て，このような問題意識に関連して，標準化主体を分析する際の理論的コンセ

プトはオーソリティー(権威)であると彼女は主張するのである。 IASCのよ

うな標準化主体は自らが規則設定の権威を保持していないため，何らかの形で

権威を獲得する必要がある。さらに，標準化主体は当該分野における優占権を

有していないために，他の標準化主体との聞に「権威の闘争Jが存在するので

ある。

ところで，先述のようにこの権威の概念は Weberの権威ないしは正統性に

関する議論を出発点とし，二項的な支配-被支配とし、う関係を前提としている

ため， Tamm Hallstromが戦略に関する議論の中で到達した多くの利害関係者

を含んだ多層的なネットワークといった現代的な規制システムを説明するには，

不十分であると思われる。そのため，本稿では， r権威」に代わって「正統性」
とし、う概念を提示して 第3節以降での議論を進めていくことになる。

2 分析のための理論的フレームワーク

Tamm Hallstrるm [2004]における分析のための 3つの理論的フレームワー

クとは，①ポジティブな効果による標準の正当化，②構造と策定プロセスに

よる標準の正当化，③規則設定・規則への準拠に関する上位組織からの権威

の付与，である。

第一に，標準によるポジテイプな効果としては，調整のためのツール，標準

採用がもたらす経済的帰結，安全性の確保，効率性・合理化の効果，個別組織

の改善，世界的取引の効率性，社会全体のコーデイネーション効果，などが挙

げられており，これらは経済合理性に基づいている。

第二に，標準化が複雑化し，多くの利害関係者が参加するとともに発生する
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「正統性問題J(legitimacy problem) の存在をTammHallstr凸mは指摘してい

え，

るへこれは， i)各参加主体の利害の対立が，標準の設定作業に複雑さを加

ii)それによって，各参加主体がコンセンサスに達することを困難にする，

さらに， iii)そのコンセンサスの欠如が，標準への準拠を低下させるというも

のである。このような「正統性問題」の回避のために，標準設定主体は，自ら

が標準設定主体としてふさわしい構造を有し， 正当化された策定プロセスを

行っていることを提示する必要があるのである。

最後に， Tamm Hallstr凸m [2004]の中の 2つの前提は，標準設定主体と標

準への準拠を行うものとの聞に権威・正統性の関係を設定していることと， そ

の関係が20世紀を通じて強固になっていったということである。そして，

T amm Hallstr凸m [2004]の対象とする標準設定主体であるおO委員会と

IASCは，合法的権威であるとして，上位組織から委託を受けていること，国

家が正当と考える原則や概念に一致するような品質を保持(例えば，専門知識，

法による支配，目的性や透明性など) していることを特徴としていると指摘さ

れるのである (Ibid.， pp. 35-36.)。

3 IASCと会計領域

IASCは，国際会計基準の作成および公表，ならびに， その世界的な承認と

準拠を促進することを目的として1973年に設立された。このような国際会計基

準が必要とされるようになった要因として， Tamm Hallstめmは，国際的な投

資の増加，多国籍企業の増加，各国の国内基準設定主体の数の増加の 3要因を

指摘している (Ibid.， pp. 83-84)。

理事会が IASCの中心的な存在となっており，組織的な権力はここに集中

している。理事会以外には，いくつかの起草委員会が存在し，基準草案の設定

を行っているが，最終的な承認は，理事会が行う。国際会計基準の設定に際し

13) ここでの「正統性問題jの定義は，あくまで TammHallstr加 1のものであり，第E節で‘行っ

た定義とは異なっている。
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ては，基準化プロジェクトに対する明確な指針が存在している。

1ASCの実際の活動は，起草委員会メンバー，あるいは，プロジェクト・マ

ネジャーとして 1ASCスタッフとなっている専門家を中心にして行われてい

る。各専門家は，その多くが6大監査法人(当時)の出身者であるとともに，

会員国を代表しているが 実務作業においては個人の能力に基づいて中立的

な活動を行うことが期待されている。

1SO委員会と比較して， 1ASCの顕著な特徴は，さまざまな組織との持続

的な協調関係の存在である。 1ASCは，証券監督者国際機構 (10SCO)，国際

証券取引所連盟 (F1BV)，欧州連合 (EU)，国際連合 (UN)，経済協力開発

機構 (OECD)，国際会計士連盟 (1FAC)などといった組織と緊密な関係を

有しているのである。

4 制度的背景の重要性

1SO委員会と 1ASCに関する実証的な調査の結果として，両組織のさまざ

まな相違点が明らかにされている。この相違点が何に起因するのかという点に

関して， Tamm Hallstromは両組織の制度的背景を分析することが重要である

と指摘している (Ibid.，p. 175.) 0 さらに，分析の方法として， I標準設定活動

の伝統の存在」と「専門職業化の程度」というこつの枠組みが提示される。

標準設定活動の伝統とは当該領域が一般的に規制を行うことが自明な分野で

あるとみなされるようになるプロセスに関連している。この分析視点からは、

①政府の当該分野での活動という事実，②当該分野でのさまざまな規制に関

わる利害関係が定型化されているとし、う事実，③標準設定主体そのものが長

い歴史を持っているという事実 (Ibid.，p. 175.)が標準設定活動の伝統の発現

であると見なされる。そして，標準設定活動の長い伝統のある分野には標準と

なる規則が存在し、それに準拠すべきだという一般的な承認が存在している。

さらに，このような規則の存在には政府が関与しており，いくつかのケースで

は政府自体がそれを作り出している。しかし、他のケースでは当該分野の規則
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を作り出しているのは専門職業人であり、または産業界自体が規則を作り出し

ているのである。

高度な専門職業化の程度は、当該分野で専門家としての確立された職能が存

在していることを意味している。他方，高度な専門職業化の程度は，標準設定

活動の長い伝統の一部をなしでもいる。

このような分析視点によって， IASCが存在している会計領域は， ISO委

員会が存在している品質領域に比べて 制度化と専門職業化が高度に進展して

いることが分かつた。そして，このような制度化と専門職業化の程度が，国際

的標準化主体が採用する戦略の組み合わせに対して影響を及ぼすことが主張さ

れている (Ibid.， pp. 182-183.) 0 この理由として，高度に技術的な環境で活動

する組織は，その正統性を組織的構造や手順ではなく，製品や利得を強調する

ことによって得ょうとし(仮説 1)，それに対して，高度に制度的な環境で活

動する組織は正式な作業手続きや紐織構造を提示することによって正統性を獲

得しようとする(仮説2)1べという制度派的アプローチによる仮説が紹介さ

れている。

次節において，上記の仮説が国際的な標準化主体の活動においてどのような

戦略として具体化されているかを見ることとする。

IV 4つの戦略

Tamm Hallstめm [2004]は， ISO委員会と IASCに関する実証的な調査の

結果から，これらの標準化主体による標準への準拠を導き出すための 4つの戦

略を明らかにしている。

1 第 1の戦略

第 1の戦略，すなわち， I標準のポジテイプな効果について公的に表明する

こと」は，理論的フレームワークの中の「ポジティブな効果による標準の正当

14) Meyer & Rowan [1977]を参照せよ。
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化」に対応している。

IASCは，財務諸表の作成者や利用者に対して，標準の採用によって達成さ

れるさまざまな便益に関する議論・公的声明・出版物を用いることによって，

標準への準拠を促す活動を行っている。そのことによって 便益を認識した財

務諸表の作成者や利用者は国際会計基準の正統性を認識するようになる。その

ため，国際会計基準設定主体によるポジテイブな効果による会計基準の正統性

の主張は，同時に財務諸表作成者や利用者による国際会計基準の正当化を意味

することになる。

国際会計基準の具体的な効果としては，作成者がさまざまな国々の要求事項

に則った多様な財務諸表を作成する手聞を省くことができること，投資家が企

業の会計数値の比較可能性が高まることにより国際投資における証券市場への

アクセスが容易となることなどがある。社会全体に対するポジテイプな効果と

して，優れた会計ルールの波及を通した品質効果とともにグローパル資本市場

における効率性の向上，などが挙げられている。

以上から，この戦略は標準を採用することによって生じる便益による正当化

と再定義することができる。さらに この戦略は 第亜節・第4項で提示した

制度派的アプローチの仮説1に対応しているO

2 第2の戦略

第2の戦略，すなわち， i活動を組織化する方法を通して正統性の確立と強

化をすることjは，理論的フレームワークの「構造と策定プロセスによる標準

の正当化」に対応するとともに，先述の仮説2に対応している。さらに，この

戦略の分析の中で 4つの組織化原則からなるモデルが提示されている。

ISO委員会と IASCは，自身が標準設定に適正な組織であることを明らか

にすることによって自らの正統性を強化しようとする。そのため，組織の問題

と標準化作業の実現という問題が，しばしば両組織において議論の対象とされ

ており，この議論は以下の 3つの質問に答えを提供することを目的としている。
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すなわち，①なにが標準化されるべきか，②標準化作業には誰が参加するべ

きか，③どのようにして作業は管理されるべきか，である。この疑問に対す

る答えが4つの組織化原則のモデルとして提出される。さらに，それぞれの組

織化原則は標準設定活動のおいて重要であると想定される主体グループに関係

している。その主体グループとは 専門家 いくつかの活動グループを代表す

るような組織，利用者，資金提供者である。以下， 4つの組織化原則を具体的

に才食言すしてみる。

専門知識の原則

専門知識の原則とは，どのような標準が必要であるか，またどのようにして

これらの標準が定式化されるのかという決定に正統性を与えるのは専門家であ

り，決定の基礎となるのは専門的知識である，という原則である。

専門家とは，専門知識を持った当該分野のスペシャリストであり，科学的・

客観的に行動することが期待されている。

例えば， IASCの会員資格は直接的に会計専門職と関連しており， IASCは

実質的に会計分野の専門家である公認会計士によって構成されている。また，

ISO委員会と IASCともに，標準化作業における共通の枠組みとしての中心

概念の必要性に関する議論が存在しており 共通な一般的ガイドラインを開発

するプログラムが存在している。

2) 代表性の原則

代表性の原則とは，標準設定活動にはさまざまな利害関係者が参加し， それ

により標準化作業に影響を与えることが重要である，とし、う原則である。この

原則は，いわば民主主義の精神に基づいている。

例えば， T amm Hallstrるmは，開放性と公平性が IASCの中心的な価値で

あり，起草委員会への参加，基準案へのコメントの表明，あるいは基準に対す

る投票行動を通じて基準の決定プロセスに影響を及ぼす機会が与えられている

ことを指摘している。さらに， IASCの明示的な目的のーっとして「公共の利

益」が挙げられていることを指摘している。



84 (458) 第182巻第4号

3) 利用者のニーズの原則

利用者のニーズの原則とは，標準設定が利用者のニーズに基づいてなされる

べきである，という原則である。利用者の利益に奉仕することは IS0委員会

の明示的な目的の必須の部分である。この原則は，利用者のニーズを，何が標

準化されるべきか，あるいはどのようにして標準が形成されるべきかという判

断の基礎とするための組織化の方法に関するものである。

Tamm Hallstrりmは，利用者のニーズが，たんに利用者の視点からふさわし

い標準を作り出すということだけでなく，標準設定の効率性やスピードに関す

る要求も含めたものであることを指摘している。

4) 資金提供者の原則

第4の組織化原則は財務構造に関わっている。資金提供者の原則とは，組織

化の決定の基礎として資金提供者の利害が存在している，とし、う原則である。

国際的な標準化主体は特別な財務原則を持っている。これらの組織は国家の

基金によって資金提供を受けているわけでもないし，標準の販売による収入に

よって，すべての標準設定の費用を負担している営利目的の組織でもない。標

準化作業の管理のための資金は会員団体から年会費として徴収することを原則

としており，補完措置として 1ASCは外部からの自発的な寄付を求めている。

Tamm Hallstrるmは， IS0委員会と 1ASCともに，資金提供者の原則に関

する議論を公式には行っていないということを指摘している。しかしながら，

資金提供者は，①何が標準化されるべきか，②誰が参加すべきか，③どの

ようにして作業は遂行されるべきか という決定に際して影響力を行使する可

能性を与えられているという暗黙の原則の存在を否定できないと指摘している

(Ibid.， p. 151.) 0 

IS0委員会と 1ASCがどのようにして活動しているのかという分析から導

き出されるひとつの結論として， Tamm Hallstめmは，これらの組織は活動を

4つの原則によって組織化することが重要であると主張している日)。

15) Tamm Hallstr加 1は， 4つの組織化原則間の緊張関係にも言及しており， ISO委員会とノ
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いま一つの重要な結論として主張されているのは，標準化や規制は，利害関

係者との協力によって 活動が行われているということである。標準化主体と

同一環境下にある利害関係者との聞には緊密なネットワークが存在しており，

ネットワーク作りを通して， 4つの組織化原則が実現され，これらが標準設定

活動を支えている。このような視点によるならば，権威の構築は， Iある一定

時点で上位者から獲得する一つの委任というよりは，むしろ，ネットワーク活

動を通して遂行される持続的なプロセスJ(Ibid.， p. 187.)である，と Tamm

Hallstrるmは主張している。そのため， ISO委員会や IASCと同一環境下に

ある利害関係者間のネットワーク作りの多くは，組織化作業の一部とみなすこ

とも可能なのである。逆に，このことは，次の第3の戦略とも関連して， ISO 

委員会や IASCが自身の正統性を強化する一つの方法であると理解できる。

3 第3の戦略

第3の戦略，すなわち， I他のレファレンス組織との協力を通じて正統性を

強化すること」は，標準設定主体には規則設定活動に関する正式の委任が必要

であるという理論に対応している。

このような組織との協力や支援を仰ぐことは IASCの正統性にとってポジ

テイプな効果を持っている一方で，レファレンス組織にとっても，規則設定活

動という使命を受け入れた組織を操るという可能性を持ちながら，複雑で多大

な資金を必要とする規則設定活動を別の主体へと委託できるというメリットが

ある。公的組織が規則設定を民間組織に委託する別の動機としては，このよう

な協力を通して，それが「自発的な勧告J(voluntary recommendation) 

(Ibid.， p. 152.)であるとしてその規則に対する準拠の可能性を増加させるこ

'-，.IASCはそれらの緊張関係を解決するための対処として「分離Jr妥協Jrシステム的優占Jとい
う3種類の一般的アプローチを取ると説明している。「分離Jとは，ある作業フェーズでは一つ
の原則を優先し，別の作業フェーズでは別の原則を優先することである。「妥協Jとは緊張関係
にある組織化原則を妥協させて解決をはかることである。「システム的優占」とは，それぞれの

車邸哉化原則が緊張関係にある時に，ある原則を常に優先させることである。
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第 1表 4つの戦略と 4つの組織化原則

標準への準拠を導き出すための 4つの戦略

!標準のポジテイブな効果について公的に表明すること。

コ標準は価値があり，有益であることを自らが主張する。

-調整のためのツール

第1の戦略 -経済的帰結

-安全性の確保

-効率性・合理化の効果

-コーディネーション効果

活動を組織化する方法を通して正統性の確立と強化をすること。

コ 4つの組織化原則に基づいて活動を組織化する。

第2の戦略
-専門家と専門知識

-開放性と公平性・公共の利益

-利用者のニーズ

-資金提供者の利益

他のレファレンス組織との協力を通じて正統性を強化すること。

コレファレンス組織による承認を獲得する。

第3の戦略
-協力関係や合意の存在

-合法的権威の付与

-品質の保持の保証

-自発的な勧告

他の組織の強制力を利用すること。

コ標準への準拠が強制的であることを明確化する。

第4の戦略 -大企業や政府機関

-圏内標準設定主体

-証券取引所など

出所:Tamm Hallstrるm [2004]により作成。

とが指摘されているヘ

16) ここでの TammHallstromの主張は，第4の戦略での主張と一見矛盾している。しかし，こ

こでの主張と第4の戦略では，主体が異なっている。すなわち，ここでは，公的組織が規則設定

を民間組織に委託することによって，公的な規則をあたかも自発的な規則(，自発的な勧告J)の

ように見せかけることによって準拠を拡大することが主張されている。他方，第4の戦略でノ
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4 第4の戦略

第4の戦略は，他者の強制力や資源を利用することである。この戦略の目的

は標準化主体自体の権威を強化することではなく 他の組織による標準の準拠

への強制力を利用しようとするものである。 したがって，この戦略は強制力を

持つ他の組織に対して標準がいかに有益であるかということを説得することに

関わっている。

第4の戦略と第3の戦略を区別する相違点は，標準の準拠における具体的な

強制力に関する目的と機能の差異である。 IASCは， IASの準拠において，

各国の標準設定主体や証券取引所の強制力を利用している。例えば， IASCと

EUとの関係では，法的強制力を持った EUが域内加盟国に対して国際会計基

準への準拠を要請している。このことは EUとの協力関係が， IASCが自身

の正統性を強化するための方法(第3の戦略) とIASCのために EUの強制

力を利用する方法(第4の戦略)の2つの解釈が可能であることを意味してい

るのである (Ibid.， p. 154.) 0 

V Tamm HalIstrom [2004]の貢献とその限界

第皿節と第百節の考察を基にして，本節では， Tamm Hallstrるm [2004Jの

貢献とその限界，さらに今後の可能'性について述べてみたい。

1 Tamm Hallstrom [2004Jの貢献

第N節で述べたように，品質領域と会計領域へのフィールド調査に基づいて，

標準化に関する

立するための)

(他組織による「標準」への準拠をもたらす権威・正統性を確

一般的な 4つの戦略を導き出したことが TammHallstめm

¥は，民間組織が作成する規則に公的存邸哉による強制力を適用することによって，あたかも公的な

規則のように見せかけることによって準拠を拡大することが主張されているのである。従って，

これらの戦略は相互排他的なものではなく，両立しているのである。また，以上のような

Tamm Hallstrりmの主張には，津守 [1979]における「私的統制」と「公的統制」に関する議論

との類似性が指摘できる。
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第3の戦略
協力関係
合法的権威の付与
品質保持の保証

第2の戦略
専門家と専門知識
開放性と公平性
利用者のニーズ
資金提供者の利益

第1の戦略
調整のためのツール
経済的帰結
安全性の確保
効率性・合理性
コーデイネーション効果

第182巻第4号

第 1図 4つの戦略と各主体との関係

...戦略に基づく行動

臨時戦略のもたらす効果

出所:Tamm Hallstrるm [2004]により作成。

[2004]の意義である。

さらに， 4つの戦略と各主体との関係を図示してみると(第 1図，参照)， 

第1の戦略は，標準に直接関連するものであり，第2の戦略は，むしろ標準設

定主体に関連している。第3の戦略は 両者に関連しており，第4の戦略は，

両者に関連しながら，直接的には利用者や財務諸表の作成者に関連しているこ

とが分かる。このように4つの戦略を介することで標準・基準をめぐる各主体

聞の関係(ネットワーク)が明確化されるのである。

2 限界

第I節で述べたように 本稿では，権威を上位者と下位者というこ者間の関
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係に基づく合意への動機付けであると定義し 正統性を多数者間の関係に基づ

く合意への動機付けであると定義した。 TammHallstめm [2004]は， 4つの

戦略を議論する中で権威の構築がネットワーク活動を通して遂行される持続的

なプロセスであるという一つの結論に達している。さらに， I規制のための動

的ネットワーク」といった問題提起を行っていた。しかしながら，このような

ネットワーク関係は，本稿で定義した Weber的な意味での権威という言葉で

はうまく表現することができない。ここで，従来の権威関係を含みながら， さ

らに多層的な関係を合意している正統性という概念が重要となる。

正統性は，先述の組織化原則における主体グループ，すなわち，専門家，組

織，利用者，資金提供者にとってより重要なものとなる。会計基準に関しては，

規制主体一基準設定主体-財務諸表の作成者一財務諸表の利用者という機能的

に分化された構造が確立されているとともに，規制主体と基準設定主体との間

に階層的な構造が存在している。特に，国際会計基準の場合，国際的な規制主

体・基準設定主体と国内的な規制主体・基準設定主体が重層的に関係している

ことが分かる。ある一つの国において 法や規制の最終的な権威・正統性の源

泉は国あるいは政府にあるが，国際的な正統性の根拠を考えた場合，現実的に

世界政府は存在せず 強制力を持った国際ルールは存在していないため，国際

会計基準の正統性の議論はより複雑なものとならざるを得ないのである。

さらに，正統性は， I手続きjあるいは「正当化システムJ，I拘束力」を前

提とすることによって，具体的な根拠や要素までをも合意することになる。民

間組織が制定する基準である国際会計基準に様々な主体が準拠し，それが「合

理的神話Jとなるためには，何らかの動機付け，すなわち本稿の定義による

「正統性Jが必要となる。そして，その正統性は，合法性によって一意的に決

定されるものではなく さまざまな根拠要素によって決定されるのである。

このような関係を可視化したモデルを次項において検討してみる。
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再帰性

第182巻第4号

第2図 国際会計基準の正統性モデル

国際会計基準設定主体の正統性

.組織構造と策定プロセスによる正当化

-上位組織による基準設定権限の付与・承認

国際会計基準そのものの正統性

.基準の採用がもたらす便益による正当化

・1他の組織による強制力や資源の利用

-意思決定有用情報の提供

-理論的整合性
・隣接システムとの整合性

~ 
国際会計基準の正統性

3 将来的な議論の可能性

再帰性

Tamm Hallstrるmの戦略モデルでは，議論の対象として標準と標準設定主体

が一体となっており，必ずしも，明確に分離されていなかった。ここでは対象

を国際会計基準に限定し，会計基準そのものと基準設定主体の正統性に分離し

て議論をすすめることの可能性について考えてみたい的。

戦略モデルとの関連で云えば 第1の戦略と第4の戦略が会計基準そのもの

の正統性に直接関係している。それ以外の決定要因として 意思決定有用性や

理論的整合性，他の隣接システムとの整合性などが考えられる。他方，第2の

戦略と第3の戦略は，会計基準設定主体の正統性に関係している。

17) 佐藤 [2004]は，日本国内の会計基準をめぐる議論においてであるが，会計基準の権威と会計

基準設定機関の権威を分けて考える必要性を主張している。さらに，真鍋 [2003] は，

Luh百四m [1983]を引用し，決定前提(基準設定主体)と決定そのもの(基準)の正統性は区別

して考えるべきだとしている。
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この 2つの正統性の間には再帰性が存在している。この再帰性により， 一日

分離した2つの正統d性はふたたび、統合することができるのである。

この再帰性の存在は 新しい会計基準が他の隣接制度との制度的補完性や従

来の会計基準，当該基準以外の他の会計基準と理論的整合性を持ち得ていない

場合に，重要な意味を持ち得る可能性がある O すなわち，このような場合，基

準設定主体に対する組織的正統性が会計基準そのものの正統性を担保し得るか

らである。また，仮に基準設定主体が個々の構成要素において正統性を持ち得

なかったとしても，作り出した会計基準が正統性を持ち得ていたならば，基準

設定主体の正統性自体も担保し得るのである。

以上の関係を図示してみると，第2図のようになる。国際会計基準設定主体

の正統性とそれが設定した会計基準の正統性とが再帰的に存在し，国際会計基

準全体の正統性を形成しているのである。

VI お わ

本稿は， Tamm Hallstr凸m [2004Jの内容を概観するとともに，国際会計基

準の正統性に関して議論することを目的としていた。

同書の貢献として， ISO委員会と IASCを分析する中で，

標準・基準への準拠を導き出すための 4つの戦略を特定し，

よって各主体聞の関係を明確化したことが挙げられる。

それらの組織が

さらにその戦略に

本稿の貢献としては以下の点が挙げられる。第一に Tamm Hallstめm は4

つの戦略を権威の確立と捉えていたが，本稿では権威という用語自体の限界を

指摘し，正統性に置き換えることを主張した。なぜなら，権威を正統性へと転

換することにより多層的なネットワークによって構成される現代的な規制シス

テムを説明することが可能となるからである。

第二の貢献としては， 国際会計基準の正統性モデルが挙げられる。 Tamm

Hallstromの戦略モデルでは，例えば国際会計基準と国際会計基準設定主体と

を明確に分離して議論を進めていなかった。そのため，正統性の議論において
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は，国際会計基準そのものと国際会計基準設定主体の正統性を分離することを

主張した。その中で，両者間の再帰性の存在を明らかにするとともに，新たな

可能性として，戦略モデルを発展させた国際会計基準の正統性モデルを提案し

たので、あるo (了)
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